
◎産業活力再生特別措置法等の一部を改正する法律 
（平成一九年五月一一日法律第三六号）   

一、提案理由（平成一九年三月二〇日・衆議院経済産業委員会） 

○甘利国務大臣 初めに、産業活力再生特別措置法等の一部を改正する法律案につきま

して、その提案理由及び要旨を御説明申し上げます。 

 近年の我が国経済は、足元の景気は回復基調であるものの、人口減尐社会の到来、国

際競争の激化等、成長の制約要因を抱えております。こうした制約を克服するため、昨

年七月に取りまとめた経済成長戦略大綱では、イノベーションによる生産性向上や地域

経済の活性化等により、年率二・二％以上の実質経済成長を目指しております。 

 今後、経済成長戦略大綱を実現し、我が国経済が持続的に発展していくためには、イ

ノベーションの促進による中長期的な生産性の向上を図ることが必要であります。この

観点から、サービス産業を初めとした事業者の取り組みへの支援措置、事業再生の円滑

化のための措置、包括的ライセンス契約に係る通常実施権の保護のための措置等を講ず

ることにより産業活力の再生を図るとともに、イノベーションを支える産業技術力の強

化のための措置を講ずる必要があります。 

 次に、本法律案の要旨を御説明申し上げます。 

 本法律案は、事業再編から技術革新へ軸足を移し、イノベーションによる大幅な生産

性の向上を目指すとともに、地域経済における早期事業再生の円滑化のための制度を整

備するものであります。そのため、産業活力再生特別措置法、産業技術力強化法、独立

行政法人産業技術総合研究所法及び独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構

法並びにその他の関係する法律の規定の改正を行い、以下の措置を講ずることとしてお

ります。 

 第一に、事業者の取り組みへの支援です。サービス産業は雇用やＧＤＰの七割を占め、

地域経済の中核であり、その担い手の大半は中小企業でありますが、その生産性は低い

のが現状です。このため、事業分野別の指針を新たに策定するとともに、会社法特例や

税制等により、サービス産業の生産性向上を促します。また、技術革新や異分野連携を

行う企業を支援対象に加えます。 

 第二に、包括的ライセンス契約による特許権等の通常実施権を登録する制度の創設で

す。通常実施権を個々の特許権等ごとに登録することとなっている現在の制度の課題を

踏まえ、包括的ライセンス契約により許諾された特許権等の通常実施権を契約単位で一

括して登録できることとします。通常実施権の登録がなされれば、特許権等の保有者が

変わった場合でも通常実施権者の地位が保護されるため、この制度により通常実施権の

登録方法の選択肢がふえ、特許権等の活用がふえることが期待されます。 

 第三に、地域の中小企業等の事業再生の円滑化です。地域の金融機関の不良債権比率

はいまだ高く、また小規模倒産がふえつつあります。地域の中堅・中小企業の再生ニー

ズは引き続き高いのが現状です。このため、事業再生の期間中のつなぎ融資資金に対す



る債務保証制度や、事業再生の手続を迅速にするための規定を創設し、地域の事業再生

の円滑化を図ります。 

 第四に、イノベーションを支える産業技術力の強化です。研究開発を経営戦略の一環

として位置づける技術経営力の強化に関し、産業技術力強化法の基本理念等に規定を置

くとともに、独立行政法人産業技術総合研究所及び独立行政法人新エネルギー・産業技

術総合開発機構の業務に関連業務を追加します。また、大学等の特許料等の軽減措置の

対象を拡大するとともに、国の委託研究の成果に係る知的財産権を事業者等に帰属させ

る制度を恒久措置とし、これに請負によるソフトウエア開発を追加します。 

……………（略）…………… 

 以上が、これら法律案の提案理由及びその要旨であります。 

 何とぞ、御審議の上、速やかに御賛同くださいますようよろしくお願い申し上げます。 

二、衆議院経済産業委員長報告（平成一九年四月一二日） 

○上田勇君 ただいま議題となりました三法律案につきまして、経済産業委員会におけ

る審査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 まず、産業活力再生特別措置法等の一部を改正する法律案につきましては、人口減尐

社会の到来、国際競争の激化等、経済成長の制約要因を克服し、我が国の産業活力の再

生を図るため、事業者が行う経営資源の外部からの導入や異分野の経営資源の融合によ

る事業革新、サービス産業に属する事業者の生産性向上のための取り組みを支援する措

置、地域の中小企業等の事業再生の円滑化のため、つなぎ融資に対する債務保証制度や

裁判外紛争解決手続の活用等の措置、事業活動の安定に資するため、包括的ライセンス

契約による特許権等の通常実施権を登録する制度の創設等の措置を講ずるとともに、イ

ノベーションを支える産業技術力の強化のため、技術経営力の強化に寄与する人材の養

成等に関連する業務を独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構等の業務に追

加する等の措置を講ずるものであります。 

……………（略）…………… 

 三法律案は、去る三月十六日本会議において趣旨説明及び質疑が行われ、同日本委員

会に付託されました。 

 本委員会においては、同月二十日甘利経済産業大臣から提案理由の説明を聴取した後、

質疑に入り、四月十日には参考人からの意見を聴取するなど慎重な審査を重ね、昨日質

疑を終了いたしました。質疑終局後、産業活力再生特別措置法等の一部を改正する法律

案及び企業立地の促進等による地域における産業集積の形成及び活性化に関する法律案

につきましては、討論の後、それぞれ採決を行った結果、賛成多数をもって、また、中

小企業による地域産業資源を活用した事業活動の促進に関する法律案につきましては、

採決の結果、全会一致をもって、いずれも原案のとおり可決すべきものと議決いたしま

した。 

 なお、三法律案に対しそれぞれ附帯決議が付されました。 



 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成一九年四月一一日） 

 政府は、我が国経済の持続的な成長の達成を着実なものとするため、本法施行に当た

り、次の諸点について適切な措置を講じるべきである。 

一 イノベーションの創出を着実に図るため、技術経営力等の強化に寄与する人材育成

を促すとともに、第三期科学技術基本計画において平成二十二年度までの五年間に必要

とされる政府研究開発投資の総額規模の達成を含め、科学技術関係予算の確保に最大限

努めること。 

二 サービス産業の生産性向上を図るため、事業分野別指針を策定するに当たっては、

業種間の多様性に十分配慮するとともに、サービス産業の実態を的確に把握するため、

統計調査の抜本的な拡充を早急に実現すること。 

三 サービス産業における生産性向上への取組みが雇用不安を招来することのないよう、

顧客満足度等の新たな指標を導入しつつ、事業者が雇用労働者の雇用機会の確保及び能

力開発に努めるよう適切な指導を行うとともに、現在の供給過剰の状況のもと、新産業

の育成・振興のための施策を強力に推進することにより、新たな雇用機会の創出に全力

を挙げて取り組むこと。 

四 今後における地域金融機関の不良債権処理の進展に伴い、事業再生を要する中小企

業の増加が予想されることから、全国組織の設置など中小企業再生支援協議会の機能強

化を図りつつ、つなぎ融資をはじめとする中小企業金融の円滑化に万全を期するととも

に、各種支援制度について周知徹底を図ること。 

三、参議院経済産業委員長報告（平成一九年四月二七日） 

○伊達忠一君 ただいま議題となりました三法律案につきまして、委員会における審査

の経過と結果を御報告申し上げます。 

 産業活力再生特別措置法等の一部を改正する法律案は、産業活力の再生や生産性の向

上のために取り組んでいる事業者を支援するものであります。 

……………（略）…………… 

 なお、経済成長戦略大綱に関する件について、三人の参考人から意見聴取を行いまし

た。 

 委員会におきましては、三法律案を一括して議題とし、一つ、中小企業の事業再生に

対する支援の在り方、一つ、地域産業資源を活用した事業が地域経済に与える効果、一

つ、自治体間による企業誘致競争が過熱することへの懸念等の諸問題について質疑が行

われました。 

 質疑を終了し、順次採決の結果、産業活力再生法改正案及び地域産業活性化法案は多

数をもって原案どおり可決すべきものと決定し、地域資源活用法案は全会一致をもって

原案どおり可決すべきものと決定いたしました。 

 なお、各法律案に対して附帯決議を行いました。 



 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成一九年四月二六日） 

 産業活力の再生を図るとともにイノベーションの創出を目指す事業者の取組を支援す

るため、政府は、本法施行に当たり、次の諸点について適切な措置を講ずべきである。 

一 我が国サービス産業の生産性は、諸外国と比較して、また、製造業と比べても低く、

小規模事業者による非効率な経営が多いといったサービス産業が抱える課題に対応する

ため、産学官が連携して活動するサービス産業生産性協議会等による検討を急ぎ、ＩＴ

の活用等による業務の効率化、質の向上、新事業の促進による雇用の創出等に重点的に

取り組むこと。 

二 中小企業の再生支援については、中小企業再生支援協議会の全国組織を早期に活動

させ、専門人材の活用など機能強化を図るとともに、債務保証制度の活用等により、私

的整理中の中小企業が十分な融資を確保することができるよう努めること。また、裁判

外紛争解決事業者についての法務大臣の認証及び経済産業大臣の認定に当たっては、厳

正な認定基準に基づき、中立公正な業務を行う事業者に限定すること。 

三 いわゆる包括的ライセンス契約登録制度においては、具体的な特許番号が特定され

ず、通常実施権者の名称、実施権の内容、実施範囲が非公示であるなど第三者が登録内

容を直ちに確認することができないことから、登録対象となる実施権の特定方法、取引

における情報開示の在り方、実施権者保護の在り方について、知的財産権の取引実態を

十分に考慮しつつ、ガイドラインを策定するなど引き続き検討すること。 

  右決議する。 


